第３号様式（その１）

技術者経歴書
（工事種別　　　　　　　　　　　　　　　）

	職  名
	氏   名
	年齢
	最終学校
	法令による免許等
	実 務 経 歴
	経験年月数
	技術者区分

	
	
	
	学校名
	専攻学科
	名  称
	取得年月日
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	基幹
	２級
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	職  名
	氏   名
	年齢
	最終学校
	法令による免許等
	実 務 経 歴
	経験年月数
	技術者区分
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第３号様式（その１）

技術者経歴書
（工事種別　　一般土木　　）                                                                        　　　Ｒ２．３．３１現在

	職  名
	氏   名
	年齢
	最終学校
	法令による免許等
	実 務 経 歴
	経験年月数
	技術者区分

	
	
	
	学校名
	専攻学科
	名  称
	取得年月日
	
	
	１級
	受講
	基幹
	２級
	その他

	工務課長
	三島　太郎
	５０
	大学
	土木工学
	一級土木施工管理技士
	S54.10.1
	24-○号国道改良工事　現場代理人

25-△川河川改良工事　現場代理人
	27年6月
	○
	
	
	
	

	工務係長


	三島　二郎
	４５
	大学
	〃
	〃
	S59.8.1
	24-△川河川改良工事　現場代理人

25-○○トンネル工事　現場代理人
	22年8月
	○
	○
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○技術者経歴書（第３号様式その１）
記入上の注意
1. 申請する工事種別毎に作成し、審査基準日の直前営業年度末現在における技術者について記載すること。
2. 工事種別の組み替えをしない場合で、経営事項審査の技術者人数と同じく申請する場合は、指定外の様式でもよい。

3. 同一人が複数の工事種別の技術者要件を満たす場合は、２業種まで技術者として記載することができる。
· 経営事項審査で技術者として計上されていないものは、記載することができないので注意すること。
· 経営事項審査において内書きとして記載されている「プレストレストコンクリート」「法面処理」「鋼橋上部」については、技術者の数が、それぞれ「土木一式」、「とび・土工・コンクリート」、「鋼構造物」に含まれているので、これらの許可業種に基づいて申請する場合は、注意すること。

4. 技術者経歴書には、建設業法第７条第２号イ、ロ、ハ又は第１５条第２号イ、ハに該当し、かつ常勤の職員のみ記載すること。（事業主、代表者等も含むことができる）。

5. 「法令による免許等」欄は、希望する工事種別に関するもののみ記載すること。

6. 「実務経歴」欄は、審査対象年度に当該技術者が従事した工事のうち最大のものを１年に１件記載するものとし、当該工事における工事名及びその者の地位を記載すること（事業主、代表者等は、職務内容でよい）。

7. 「技術者区分」は経営事項審査で申請した１級、受講、基幹、２級、その他の区分の該当する欄に○印を記入すること。計の欄には、各ページ毎の小計を記入し、各工事種別の最終ページにその合計を記載すること。この合計をデータ入力票№２に転記すること。

記載例





審査基準日の直前営業年度末現在となります。





・本用紙は、表面用と裏面用を両面印刷でＡ４判１枚として提出すること。


・オモテとウラで上下が逆になる（長辺を基準として見やすい方向）ように作成すること。








